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経営者からのメッセージ 

サスティナブルな企業をめざして 
――石黒社長に聞く 

執行役社長 

―　まず日立プラントグループの環境経営への基本的取り組みについてお話しください。  

石黒　企業の社会的責任を果たすということを経営の最優先事項として認識しており、「環境」はその重要な要素で

す。当社グループは環境保全を主要な事業のひとつとしていることから、これまでも優れた環境配慮・保全製品

の開発・提供を通じて社会に貢献するとともに、CO2や産業廃棄物の排出削減にも積極的に取り組んできました。

またそのバックボーンとなる環境マネジメントシステムISO14001については、審査登録を完了し、さらに統合・拡大

を推進するなど環境経営の充実を図っています。今年2月には京都議定書が発効しました。初めて地球規模で

環境保全に関するルールが課せられたエポックメイキングな年であるといえます。しかし、その第一歩であるCO2

の排出削減目標の達成は、非常に厳しいのが現実です。このため、企業はもちろん、政府や国民が一体となった

努力が求められます。今後、環境保全に関するさまざまなニーズが高まる中、われわれの活動もさらに活発化さ

せていくことが必要ですし、それには私自身が先頭に立って牽引していかなければならないと考えています。 

 

―　今後の活動目標はどのように設定されていますか。  

石黒　ISO14001については、今年度中にグループ会社2社を統合します。また、廃棄物の最終処分量は、2010年度に

1998年度比30%削減の1,429トン、エネルギーに起因するCO2排出量は、2010年度に1990年度比7%削減の

2,857トンを目標としています。日立グループとして活動している環境適合製品の拡大、GREEN21（環境活動の

継続的改善とレベルアップ）などについても、おのおの高い目標を掲げて取り組んでいきます。 

 

―　環境以外にも、近年企業の社会的責任に関する関心が高まっていますが。   

石黒　サスティナブルという概念が定着する中で、ステークホルダーから信頼

される企業として存立していくために、さまざまな対応が求められます。

コーポレートガバナンスの強化に向けて、委員会等設置会社に移行した

のもその一環です。またコンプライアンスを徹底するための各種制度の整

備を図るとともに、地域や社会に対する地道な貢献活動も継続的に展開

しています。しかし、こうした活動にはゴールはありませんので、これからも

チャレンジを続けていきますし、その結果や成果は環境経営報告書を

はじめとした媒体を通じて積極的に開示してまいります。ご高覧のうえ、

ご意見、ご指導を賜れれば大変幸いです。 

 

―　ありがとうございました。 
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会社概要 

商　　　号 日立プラント建設株式会社 

本　　　社 東京都千代田区内神田一丁目1番14号 
 （日立鎌倉橋ビル） 

設　　　立 1929年 

資　本　金 73億円（2005年3月31日現在） 

従　業　員 2,110名（同上・単独） 

2004年度の連結業績 

■ 部門別売上高 
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第三者評価 

売上高 
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46億円 

連結子会社数10社　（　）内は単独業績 
1千万円以下切り捨て（以下本頁すべて） 

空調システム 

社会・環境システム 

産業システム 

エネルギーシステム 
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日立プラント建設株式会社、およびグループ会社は、社名略称の使用を推進しております。 
本報告書では、原則として社名略称、または「株式会社」等を省略した形で社名を表記し、裏表紙に
各々の正式社名と社名略称を掲載しております。 

報告対象期間： 2004年度（2004年4月1日～2005年3月31日） 
報告対象範囲： 日立プラントグループ11社（日立プラントおよびグループ会社10社） 
参考にしたガイドライン：「環境報告書ガイドライン」（2003年度版）（環境省） 
  「環境会計ガイドライン」（2005年版）（環境省） 

（1,741億円） 
（     29億円） 

〈社名の表記方法について〉 

当社グループの事業概要 

環境適合製品アセスメント 
グリーン調達 
環境に配慮した事業活動 

研究開発 

コンプライアンス 
情報セキュリティへの取り組み 
苦情への対応 
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　当社グループは、空調システム（ビル・工場の空調・クリーンルーム設備等）、社会・環境システム（水処理・集塵設備等）、

産業システム（各種工場・産業施設等）、エネルギーシステム（発電・変電設備等）の設計・製作・施工等、幅広い事業を

通じて社会に貢献することをめざし、優れた環境配慮・保全製品の開発・提供に取り組んでいます。 

●スーパークリーンルーム 
●工業用クリーンルーム 
●バイオクリーンルーム 
●ドライルーム 

●各種生産装置用各種生産装置用ユーティリティ設備設備 
●半導体工場用監視●半導体工場用監視システム 
●クリーンルームのリノベーション 
●ケミカルクリーンエンジニアリング 
●精密恒温●精密恒温・恒湿恒湿・恒圧清浄室恒圧清浄室 
●実験動物飼育設備●実験動物飼育設備 
●バイオハザード安全設備安全設備 
●各種環境試験設備●各種環境試験設備 
●RI取扱施設用設備取扱施設用設備 
●原子力施設用空調設備●原子力施設用空調設備 
●再生医療関連設備●再生医療関連設備 

産業用空調設備・クリーンルーム 

空調 
システム 

社会・環境 
システム 

建築設備 

水処理・環境システム 

集塵システム 

●乾式電気集塵装置 
●湿式電気集塵装置 
●移動電極型電気集塵装置 
●パルムーブ 
●バグフィルタ 
●有害ガス除去装置 
　（ダイオキシン対応触媒バグフィルタ） 
●排ガス調温・調質装置 
●捕集灰輸送装置 

●各種生産装置用ユーティリティ設備 
●半導体工場用監視システム 
●クリーンルームのリノベーション 
●ケミカルクリーンエンジニアリング 
●精密恒温・恒湿・恒圧清浄室 
●実験動物飼育設備 
●バイオハザード安全設備 
●各種環境試験設備 
●RI取扱施設用設備 
●原子力施設用空調設備 
●再生医療関連設備 

●通信・照明・電気・計装設備 
●地域冷暖房設備 
●大空間空調設備 
●ホール・劇場空調設備 
●コ・ジェネレーションシステム 
●氷蓄熱システム 
●融雪設備 
●駐車場防災・換気設備 
●トンネル換気・冷房設備 
●ビル管理・防災・監視システム 
●防音・防振エンジニアリング 
●リニューアル 

●空調・換気・排煙設備 
●給排水・衛生・消火・中水設備 

●一般浄水場および高度処理設備 
●膜型浄水設備 
●工業用水設備 
●下水処理場および高度処理・ 
　再生水利用設備 
●雨水・汚水ポンプ場設備 
●農業・漁業集落排水処理設備 
●一般廃棄物最終処分場設備 
●真空式汚水収集システム 
●電力排水処理設備 
●産業排水処理設備 
●産業排水高度処理設備 
●排水回収再利用設備 
●純水・超純水製造設備 
●有価物回収設備 
●海水淡水化設備 
●資源ゴミ処理設備 
●有機性廃棄物処理設備 
●土壌・地下水浄化システム 



●各種生産装置用ユーティリティ設備 
●半導体工場用監視システム 
●クリーンルームのリノベーション 
●ケミカルクリーンエンジニアリング 
●精密恒温・恒湿・恒圧清浄室 
●実験動物飼育設備 
●バイオハザード安全設備 
●各種環境試験設備 
●RI取扱施設用設備 
●原子力施設用空調設備 
●再生医療関連設備 

産業 
システム 

エネルギー 
システム 

●圧延設備 
●圧延設備クリーン化システム 
●直接還元製鉄設備 
●セメントプラント 
●ポンプ場設備 
●鉄道車両検査・修理設備 
●ETC設備 
●トンネル換気空調設備 
●空気式輸送装置 
●機械式搬送装置 
●粉粒体混合装置 
●機械式連続アンローダ 
●ニューマチックアンローダ 
●サイロ設備 
●港湾荷役システム 

産業機械設備 

●冷凍冷蔵庫設備 
●食品冷却設備 
●各種産業用冷却設備 
●真空冷却設備 
●くん蒸設備 
●製氷設備 
●アイススケートリンク設備 

●食品工場 
●薬品工場 
●化成品工場 
●電子・精密品工場 
●化学プラント 

トータルエンジニアリング 

●原子力発電設備 
●核融合実験設備 
●燃料サイクル設備 
●火力発電設備 
●ガスタービンおよび 
　コンバインドサイクル発電設備 
●水力発電設備 
●変電設備 
●系統連系・安定化システム 
●その他、各種発電設備 

発電設備・変電設備 

冷凍冷蔵設備 

日立プラントグループ（11社） 
・日立プラント／ ・日立プラント機電 ・日立プラントサービス ・日立プラントテクノ 
 ・日立プラントテック　 ・日和総合設備 ・日立プラントソフト 
 ・日立プラントシステムエンジニアリング　 ・日立工程建設（蘇州） 
 ・HPC VENEZUELA C. A. ・PHPC Co., LTD. INC.



1. 環境経営 

取り組みの歴史 

製品・サービスを通じて環境と調和した持続可能な社会を実現するために、当社は製品の研究開発・設計の段階から生産、調達、流通、建設、

運用、廃棄などの各段階における環境負荷低減を目指したグローバルな事業活動を推進し、環境保全に努めることにより社会的責任を果たす。 

 

  1.地球環境保全は人類共通の重要課題であり、環境と調和した持続可能な社会の実現を経営の最優先課題の一つとして取り組み、社会的責任

を果たす。 

  2.地球環境保全および資源有限性への配慮に関するニーズを的確に把握し、これに対応する高度で信頼性の高い技術および製品を開発する

ことにより社会に貢献するよう努める。 

  3.環境保全を担当する執行役は、環境保全活動を適切に推進する責任を持つ。環境保全を担当する部署は、環境関連規程の整備、環境負荷削

減目標の設定などにより環境保全活動の推進・徹底を図るとともに、環境保全活動が適切に行われていることを確認し、その維持向上に

努める。 

  4.製品の研究開発・設計の段階から生産、調達、流通、建設、運用、廃棄などの各段階における環境負荷の低減を目指したグローバルな事業活

動を推進する。 

  5.事業活動によって生じる環境への影響を調査・検討し、環境負荷を低減するために省エネルギー、省資源、化学物質管理、リサイクル等、環境

保全性に優れた技術、資材の導入を図る。 

  6.国際的環境規制並びに国、地方自治体などの環境規制を遵守するにとどまらず、必要に応じて自主基準を策定して環境保全に努める。 

  7.グローバルな事業活動に際しては、当該地域の環境に与える影響に配慮し、地域社会の要請に応えられる対策を実施するように努める。 

  8.従業員の環境に関する法律遵守、環境への意識向上、広く社会に目を向け、幅広い観点からの環境保全活動について教育する。 

  9.環境問題の可能性を評価し、発生の防止に努める。万一、環境問題が生じた場合には、環境負荷を最小化するよう適切な措置を講ずる。 

10．環境保全活動についてステークホルダーへの情報開示と積極的なコミュニケーションに努め、相互理解と協力関係の強化に努める。 

　日立プラント建設は、日立グループの基本的企業精神である「和」､「誠」､「開拓者精神」をさらに高揚させ、日立グループの一員としての誇り

を堅持し、優れた自主技術・製品の開発を通じて社会に貢献することを基本理念とする。 

　あわせて、当社は、企業が社会の一員であることを深く認識し、公正かつ透明な企業行動に徹するとともに、環境との調和、積極的な社会貢

献活動を通じ、良識ある市民として真に豊かな社会の実現に尽力する。 

 

年 

1991 環境管理センタ設置（1991） 
環境保護行動指針制定（1993） 
環境庁長官賞受賞（下水高度処理プロセス・ペガサス）（1996） 
東京都と廃棄物適正処理（エコトライ）協定締結開始（1998） 
ISO14001審査登録（松戸研究所）（1998） 

リサイクル法制定（1991） 
地球環境サミット開催（1992） 
環境基本法制定（1993） 
ISO14001発行（1996） 
ＣＯＰ3京都会議開催（1997） 1998

1999 ISO14001審査登録（環境システム事業本部・土木エンジニアリングセンタ）（9月） ダイオキシン類対策特別措置法制定 

2000 日立グリーン社会貢献賞受賞（9月） 環境省設立 
ISO14001審査登録（電力・機電事業本部）（9月）（空調プラント事業本部）（10月） 廃棄物処理法（2000年改正） 

グリーン購入法制定 2001 環境会計導入・環境報告書第1号発行（6月） 

フロン回収破壊法制定 2002 経済産業省エネルギー管理優良事業所賞受賞（2月） 
建設リサイクル法制定 ISO14001審査登録（日立プラントサービス）（3月） 

ISO14001審査登録（日立プラント機電）（8月） 
環境・安全本部設置（10月） 
ISO14001審査登録（日立プラントソフト）（12月） 

PCB特別措置法制定 
土壌汚染対策法制定 

2003 社有地の土壌汚染見直し調査（3月） 電気電子機器のEU指令発効 
廃棄物処理法（第3次改正） 

京都議定書発効 

ISO14001審査登録第1次統合・拡大（9月） 

2004

2005

ISO14001審査登録第2次統合・拡大（9月） 
日本経済新聞環境経営ランキング建設業1位（12月） 

日本経済新聞環境経営ランキング建設業2位（12月） 

取り組み内容 社会の動き 

環境保全行動指針 

基本理念 

環
境
規
制 

環
境
管
理 

環
境
経
営 

ISO14001拡大審査登録（環境システム事業本部、土木エンジニアリングセンタ、日立プラントテクノ）（9月） 

〜 



推進体制 

　当社は、日立グループの一員として、日立製作所主催の環境推

進会議をはじめ、各部会に参画し、それぞれの目標や課題につい

ての解決に向けた調査、施策の検討などを行っています。各部

会の課題解決や当社グループの環境活動については、各事業

部門、営業・管理部門、グループ会社に環境管理の責任者を置く

とともに、各ワーキンググループを設置して、取り組んでいます。 

執行役社長 

環境本部 

環境委員会 

エコマネジメント部会 

エコプロダクツ部会 

エコファクトリー部会 

サスティナブルビジネス部会 

環境推進会議 執行役社長 

環境・安全本部 

環境委員会 

ワーキンググループ 

ISO14001拡大・統合 
ワーキンググループ 

環境経営報告書 
ワーキンググループ 

産業廃棄物管理 
ワーキンググループ 

環境推進委員会 

空調・プラントエンジニアリング 
事業本部 

水処理システム事業本部 

電力・産業事業本部 

土木エンジニアリングセンタ 

研究開発本部 

営業統括本部 

管理部門 

日立プラント機電 

日立プラントサービス 

日立プラントテクノ 

日立プラントテック 

日和総合設備 

日立プラントソフト 

日立プラントシステム 
エンジニアリング 

日立工程建設（蘇州） 

HPC VENEZUELA C. A.

PHPC Co., LTD. INC.

日立製作所・日立グループ 日立プラントグループ 

：グループ会社 

▲日立プラントグループ環境委員会 ▲日立グループ環境推進会議 



2. 環境マネジメントシステム 

活動実績 

　2004年度は、ISO14001の実行と浸透を大きな柱として活動を

行い、下表に示すように各項目において概ね目標を達成し、成果

をあげることができました。 

分類 2004年度目標 2004年度活動実績 2005年度目標 参照頁 

環境管理 

環境に配慮 
した活動 

9月統合・拡大完了 ISO14001 
2グループ会社を含む統合・拡大 

9

教育・啓発 内部環境監査員教育の実施（30名） 内部環境監査員レベルアップ教育 
「環境月間」による啓発活動実施 

10

日立グループGREEN21活動 
533GP※ 

556GP

売上高比率66％達成 

640GP
11

環境適合製品の売上高比率50％ 売上高比率60％＋α 12

CSR 社会貢献 同左 

29

主な取引先275社（2003年度からの 
累計）の環境取り組み状況の調査・登録 

大塚阿波踊り大会等での 
ボランティア実施 
「地球だいすき教室」での地域小学生の 
環境教育実施 

主な取引先情報の調査・登録：300社 

最終処分量1,727t 
（1998年度比15%削減） 
最終処分率18% 
（前年度比5ポイント向上） 
55作業所を監査 

2004年度比5%削減 
作業所パトロールの実施 
環境モデル作業所の設定 

13

事故なし 

14

― 

78万kWh増加（前年度比11%増） 

使用枚数2,789万枚 
2003年度対象事業所比較3%減 

2004年度比1％削減 

有害化学物質漏洩事故の防止 

16

情報発信 環境経営報告書発行（2005年6月） 
各種展示会への出展 

― 
環境経営報告書発行（2004年6月） 
「エコプロダクツ2004」出展 

基準年度（2003年度）比 
2％以上削減 

― 

設
計
・
施
工
段
階 

オ
フ
ィ
ス 

電気使用量の削減 
（2003年度比1%減） 

ISO14001 
松戸研究所、2グループ会社を含む統合・拡大 

グリーン調達の推進 
主な取引先情報の調査・登録： 
200社 

最終処分量の削減 
（1998年度比28％削減） 

有害化学物質漏洩事故の防止 

用紙の削減 
（2003年度比1%減） 

※GP：グリーンポイント（評価点） 



ISO14001

環境方針 

　「環境との調和」を経営の最優先事項とする日立プラントグルー

プの基本理念を具体的かつ明確に示し、広く社会にご理解いた

だくとともに、全従業員に周知徹底して環境活動の一層の充実を

図るために、「環境方針」を制定し、活動の規範としています。 

　日立プラント建設は、地球環境問題は人類共通の重要課題であるとの認識のもとに、環境との調和を経営の最優先事項の一

つとしてとらえ、全社をあげて環境マネジメントに取り組むとともに、環境の継続的な改善を推進し、良識ある市民として、社会

の健全なる発展に貢献する。 

 

環境マネジメントシステムの基本理念 

1.ISO14001に準拠した環境マネジメントシステムを構築し、環境保全および汚染の予防を推進するとともに、環境マネジメン

トシステムの継続的改善を図る。 

2.当社の事業活動に伴う環境影響を考慮して、次の項目を環境マネジメントの重点施策として取り組む。 

 （1）環境に配慮した製品およびシステムの提供 

 （2）事業活動に伴い発生する廃棄物の削減 

 （3）有害化学物質による汚染の予防 

 （4）グリーン調達推進による環境負荷の低減 

 （5）省エネルギー、省資源の推進 

 （6）地域社会の環境保全 

3.環境に係わる法規制および、当社が受け入れを決めたその他の要求事項を遵守する。 

4.環境マネジメントの重点施策は、環境目的・目標に表して推進し、これを定期的に見直しする。 

5.環境方針は、これを文書化し、掲示および教育・訓練等により全従業員に周知させる。 

6.この環境方針は、外部からの要求に対していつでも開示する。 

7.この環境方針は、日立プラント建設グループ各社にも適用する。 

環境マネジメントシステムの行動指針 

▲環境マネジメントシステムの登録証・付属書 

1



　2004年9月に、審査登録機関の異なる松戸研究所の環境マネ

ジメントシステムの統合と、未登録の日立プラントテック、日立プラント

システムエンジニアリングを加えた範囲で拡大・統合の審査登録

を終えました。なお、2005年度中には、審査登録済みの日立プラ

ント機電、日立プラントソフトを含んだ範囲で統合する予定です。

日立プラントサービス（ジャスダック証券取引所上場）は、従来どおり

単独の環境マネジメントシステムで活動します。また、海外グルー

プ会社は、現地法人会社として独自の活動を展開していくために、

単独の審査登録を進めています。 

ISO14001の拡大・統合 

■体制 

〈審査登録範囲〉 
空調システム、クリーンルームシステム、各種工場の建屋および生産プラントシステム、冷凍冷蔵設備、水処理システム、
環境システム、発電設備、変電設備、産業機械設備等の開発、設計、施工、メンテナンスおよびその他のサービス 

統合範囲 

単独審査登録 

日立プラント 

空調・プラントエンジニアリング 
事業本部 

作業所 
水処理システム事業本部 

電力・産業事業本部 

土木エンジニアリングセンタ 

研究開発本部 

営業統括本部 

管理部門 

グループ会社 

日立プラントテクノ 

作業所 

日立プラントテック 

日和総合設備 

日立プラントシステム 
エンジニアリング 

日立プラント機電 

日立プラントソフト 

・執行役社長 
・環境担当執行役 

環境管理統括責任者 内部環境監査チーム 

環境推進委員会 

環境委員会 

2005年度 
統合予定 

ISO140011

2. 環境マネジメントシステム 

日立プラントサービス 審査登録済 

PHPC Co., LTD. INC.（フィリピン） 審査登録済 

HPC VENEZUELA C. A.（ベネズエラ） 

未登録（審査登録準備中） 日立工程建設（蘇州） 

未登録（審査登録準備中） 

：海外グループ会社 



チェックとレベルアップ 

■外部審査と内部環境監査 

　当社グループは環境活動の推進状況を確認するために、外部機関による審査と社内の

内部環境監査員による監査のダブルチェックを行っています。外部審査では環境法令確

認の一部不備等19件の軽微な指摘を受けました。全ての指摘に対して、是正を行うととも

に、全グループ会社への周知徹底を図る水平展開を行いました。内部環境監査では、環

境教育の一部未実施等を指摘し、環境活動のさらなる向上を図っています。 

■環境教育 

　当社グループは環境活動に対し、全従業員の知識と意識を向上させるための環境一般

教育と、産業廃棄物管理等の専門的な知識が必要な分野の専門教育を実施しています。 

■法定資格者数 

■緊急事態への対応 

　環境汚染を未然に防止するために、研究所、製造部門、

作業所等を中心に、薬品、溶剤等の漏洩事故を想定して、

緊急時の対応訓練を行っています。なお、2004年度は緊

急事態は発生しませんでした。 

事業部門 64
5

営業、管理部門 

グループ会社 

合計 

60

76 14

200 19

内部環境監査 外部審査 

指摘件数 

41

23

83

147

監査回数 指摘件数 
受査部門 

産業廃棄物管理教育 

化学物質管理教育 

内部環境監査員教育（外部機関による） 

環境一般教育（e-ラーニング※含） 

331

31

30

812

内容 受講人数 

公害防止管理者 

エネルギー管理士 

電気主任技術者 

排水設備技術者 

土木施工管理技士 

管工事施工管理技士 

電気施工管理技士 

建築士 

建築設備士 

空気調和衛生設備士 

技術士 18

有機溶剤作業主任者 

衛生管理者 

廃棄物処理施設技術管理者 

特別管理産業廃棄物管理責任者 

酸素欠乏危険作業主任者 

特定化学物質等作業主任者 

環境計量士 

環境マネジメントシステム審査員 

内部環境監査員（社内資格） 

危険物取扱者 360

消防設備士 109

34

2089

6772

343

52220

654829

173446

324

150

15321

資格 人数 資格 人数 

※e-ラーニング ： 日立グループ社員の環境意識向上を目的とする、Webを利用した環境教育“エコマインド教育”を活用しています。 

▲緊急事態対応訓練 

▲内部環境監査員教育 

▲緊急事態対応教育 

▲内部環境監査 

▲外部審査時の経営層面談 



　日立グループでは、1998年度より環境活動の継続的改善と

活動レベルの向上を目的にGREEN21活動を行っており、当社

グループも参画しています。GREEN21活動とは環境評価項目を

8カテゴリーに分け、一定の評価基準に基づいて自己評価し、

継続的改善への課題の把握と、バランスの取れた取り組みを

めざすものです。2002年度からは、評価基準レベルをより高くした

「GREEN21」ver.2に移行しました（表1・2）。 

　当社グループは2002年度347GP※、2003年度450GP、2004年

度556GPと毎年度目標値を上回り、スコアを向上させています

（図1・表3）。内容的には、エコファクトリー（地球温暖化防止）、サ

スティナブルビジネスモデルの項目が向上していますが、環境経

営、エコプロダクツの項目で改善の余地があります。今後、環境経

営の効率化やグリーン調達（環境負荷の少ない資・機材の調達）

の向上が必要です。 
 
※GP：グリーンポイント（評価点） 

■GPの推移（表3） 

2002年度 
項目 2003 2004 2005

GP

実績 

目標 （320） （426） （533） （640） 

347 450 556 ― 

環境経営 

リスク 
マネジメント 

エコマインド 

エコプロダクツ 

エコファクトリー 
―地球温暖化防止― 

エコファクトリー 
―資源循環― 

ステーク 
ホルダー 
との共創 

サスティナブル 
ビジネスモデル 

0

100

64

65

67

70

6986

75

60

カテゴリー 主な評価項目 項目数 No.

環境経営 71
72
63
64
55
106
47
58

リスクマネジメント 
エコマインド 

環境マネジネント、行動計画、環境会計 
法令遵守、自主基準の設定 
従業員への教育、啓発 

エコプロダクツ 製品・サービスなどのアセスメント、グリーン購入、物流対策 
エコファクトリー　（地球温暖化防止） 事業所の省エネルギー 
エコファクトリー　（資源循環） 廃棄物削減、化学物質管理 
ステークホルダーとの共創 情報開示、コミュニケーション活動、コミュニティ活動 
サスティナブルビジネスモデル 体制、計画、製品リサイクル、環境修復活動 

■評価項目（表1） 

■採点表例（表2） 

■レーダーチャート（図1） 

区分 No. 項　目 活動レベル 0 1 2 3 4 5

事業所 

からの 

廃棄物 

処理 

1 発生量抑制 抑制計画と実施状況 
計画 なし あり 

達成率 ― 50%未満 50%以上 75%以上 125%以上 

2 最終処分量削減 行動計画実施状況 達成率 25%未満 25%以上 50%以上 75%以上 125%以上 

3
ゼロエミッション 
の推進 最終処分率 50%＜X 20%＜X≦50% 5%＜X≦20% 1.0%＜X≦5% X≦1.0%

X≦1.0%かつ 
最終処分量5t未満 

4
自社内、自サイトから発生した廃棄 
物をリサイクルして作られた素材、 
部材、製品の利用状況 

計画 なし 検討中 あり ― あり 

実施状況 ― ― 
廃棄物1種類 
で実施 

― 
廃棄物2種類 
で実施 

廃棄物3種類 
以上で実施 

現地確認 現地確認未実施 現地確認実施 

契約内容チェック なし あり 

チェック表 ― ― なし あり 

2003年度 
2004年度 

2002年度 

2. 環境マネジメントシステム 

2 GREEN21活動 

50



　日立グループでは、製品・システムや工法などによる環境負荷を

低減することを目的に、環境適合製品アセスメントを導入しており、

当社グループも参画しています。環境適合製品アセスメントは部材

の選定などによる減量化から工事における再資源化、納入後の

省エネルギー性など8項目のカテゴリーに分け、評価基準に基づ

いて評価を行います。決められた基準以上となった製品・システ

ムや工法は日立グループ環境適合製品として登録しています。 

　当社グループでは環境適合製品の売上高比率を2005年度ま

でに60％以上とする目標を定め、設計、施工改善などにより、環境

負荷の低減に取り組んできました。 

　2004年度実績では売上高比率が66％と目標を達成しました。

今後、さらにライフサイクルで環境負荷を低減する製品・システム、

工法の開発に取り組んでいきます。 

10

2001

30 46

2003

66

3

実績（%） 

目標（%） 30 40 50

2004

― 

60＋α 

2005年度 項目 

■当社グループの環境適合製品の売上高比率推移 

研究・開発 基本計画 設計 

アセスメント 

工事計画 施工 引渡し 

2002

■環境適合製品アセスメント項目 

長寿命化 

減量化 

再資源化 

分解性 

処理容易性 

環境保全性 

省エネルギー性 

情報提供 

保守の容易性、耐久性、信頼性など 

軽量化、歩留り向上、標準化など 

材料統一、再生材料の利用、材料表示など 

分解性、分別性、材料表示など 

有害物質含有の有無など 

有毒性、有害性、爆発性低減など 

省エネルギー、省消耗、効率化 

廃棄処理のための情報提供など 

1

2

3

4

5

6

7

8

カテゴリー No. 主な評価項目 

3 環境適合製品アセスメント 

■精米工場向けトータルシステム 

　当社では、精米工場向けトータルシステムを開発、その適用を

推進しています。このシステムは、独自開発の精米空気輸送シス

テム〈クリーンライスキャリア®〉を採用することで、輸送の効率化と

異物混入の防止を図り、食品の安全・安心と生産の効率化を

サポートするものです。すでに、精米工場への納入実績があり、

今後、各種顆粒状食品への展開を図っていきます。 

〈クリーンライスキャリア®〉については、P23を参照ください。 

▲精米工場の空気輸送ライン 



2. 環境マネジメントシステム 

4 グリーン調達 

　当社グループでは環境に配慮した製品、システムをお客様に提

供することを目的に環境負荷の少ない資・機材を調達しています。

各取引先には環境保全活動、調達品の省資源、省エネルギー、

リサイクルといった環境負荷低減に関する項目などについて、日立

グループのグリーン調達システム「A Gree' Net」※への情報提供・

登録をお願いしています。 

　グリーン調達取引先調査として、主要取引先400社を対象に

情報提供をお願いしており、2003年度までに累計128社、2004年

度では同275社の登録を完了しております。また、事務用品のグリー

ン購入では「日立グループ事務用品カタログ」によりエコ事務用品

を、優先的に購入しています。 
 
※A Gree' Net：取引先の環境保全活動データと購入品および材料の化学物質データベース 

■グリーン調達システム「A Gree' Net」 ■グリーン調達事例 

グリーン調達の推進 

グリーン調達先 

取引先調達品グリーン度閲覧 

評価格付け 

ISO審査登録取得メーカーからの優先調達 

A Gree' Netへの取引先データ登録 

▲日立電線（株）の環境配慮型ケーブル〈エコグリーン®〉 

環境保全活動に取り組んでいる企業 

・ISO取得  ・企業理念  ・計画  ・組織 

環境負荷の少ない 
製品・サービスを提供する企業 

・省資源　・省エネ　・長寿命化 

800 1,138
2,361

5,112

　エコケーブルとは、被覆材にハロゲンおよび

鉛を含まないポリエチレン素材を用いることで、

環境への影響を低減した電線・ケーブルのこと

です。当社では、公共施設を中心に適用を推

進しています。 

エコケーブルの使用推進 

■事務用品のグリーン購入 

　事務用品等のグリーン購入※を推進しています。大口調達品

であるPPC用紙、作業服などについてはすでに100%グリーン購

入としています。2004年度は、事務用椅子を100%グリーン購入

化し、今後さらなる品目の拡大をめざしています。 
 
※グリーン購入：2000年に制定されたグリーン購入法に定められた環境負荷低減に資する

製品・サービスの調達を推進する活動 

品目 仕様 
適用率 

2003 2004
コピー機 省エネルギー設計、リサイクル等 100% 100%
FAX機 省エネルギー設計、リサイクル等 100% 100%
PPC用紙 古紙配合率100%　白色度70% 100% 100%
電算用紙 古紙配合率100%　白色度70% 100% 100%
蛍光ペン ペン軸に再生樹脂等を使用 100% 100%
紙ファイル 古紙配合率100%　綴じ具に非塩ビ系使用 100% 100%
チューブファイル 古紙配合率100%　綴じ具に非塩ビ系使用 100% 100%
社内連絡用封筒 再利用 100% 100%
会社封筒 古紙配合率50%の再生紙使用 100% 100%
名刺台紙 古紙配合率100%の再生紙使用 100% 100%
トイレットペーパー 古紙配合率100% 100% 100%
消しゴム 素材に天然ゴム等を使用 100% 100%

品目 仕様 
適用率 

2003 2004
シャープペン ペン軸に再生樹脂等を使用 100% 100%
シャープペンの替え芯 芯ケースに再生樹脂等を使用 100% 100%
付箋 古紙配合率100%の再生紙使用 100% 100%
のり 再生樹脂のケースを使用 100% 100%
蛍光灯 省エネルギー設計 100% 100%
作業服 リサイクル可能な素材 100% 100%
ボールペン ペン軸に再生樹脂等を使用 75% 85%
封筒・祝儀袋 古紙配合率70%の再生紙使用 93% 93%
クリアーファイル 再生PET等を使用 70% 70%
クリアーホルダー 再生PET等を使用 50% 65%
事務用椅子 分解・リサイクル可能な製品 40% 100%

▲
 PPC用紙（古紙配合率100%・ 

白色度70%） 
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